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令和7年版情報通信白書
私の注目ポイント



2総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-1 情報通信機器の世帯保有
率の推移（出典）総務省「通信利用動向調査」

情報通信機器の
世帯保有率

スマホ：9割
※最も世帯保有率が高い

パソコン：約7割
※横ばい・下げ止まり？

固定電話：5.5割
※4.5割の世帯にはない

FAX：2.5割
※3/4の世帯にはない



全年代でスマートフォンの普及が進む（個人）

3
総務省「令和7年版情報通信白書」データ集：インターネット接続端末としての利用率の推移（スマートフォン）（年代別）（出典）総務省「通信利用動向調査」

60代で約8割
70代で5割以上



日本はモバイルブロードバンド大国

4
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-2-2 人口100人あたりのモバイルブロードバンド契約数
（出典）OECD Broadband statistics  1.2.2. OECD Mobile broadband subscriptions per 100 inhabitants, by technology, December 2023



日本はモバイルブロードバンド大国

5
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-2-1 人口100人あたりのブロードバンド契約者数
（出典）OECD Broadband statistics  1.2.1. OECD Fixed broadband subscriptions per 100 inhabitants, by technology, December 2023



年齢階層別インターネット利用率

6
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-3 年齢階層別インターネット利用率（出典）総務省「通信利用動向調査」

60代は9割
70代は7割
80代は3割



世帯年収別インターネット利用率

7
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-4 世帯年収別インターネット利用率（出典）総務省「通信利用動向調査」

世帯年収が低いほど利用率も低い
※ただしその層には高齢者が多い



コミュニケーション手段としてLINEが普及

8総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-1-1-2 LINE利用率の推移（年代別）（出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」を基に作成
パソコン・タブレットから「見る」か「書き込む・投稿する」か、モバイル（スマートフォン又はフィ ーチャーフォン）から「見る」か「書き込む・投稿する」か尋ね、いずれか１つ以上を行っている者を「利用者」として いる



ネットを利用した動画・ラジオサービスの利用率

9総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-1-1-4 インターネットを利用した動画・ラジオサービスの利用率の推移 （出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」を基に作成

TV番組視聴
のネット化



国内コンテンツ市場規模は12.58兆円で横ばい

10総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-3-9 我が国のコンテンツ市場規模の内訳（2023年）および図表Ⅱ-1-3-10 我が国のコンテンツ市場規模の推移（ソフト形態別）
（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」



コンテンツ市場のうち「通信系」が成長

11総務省「令和7年版情報通信白書」データ集 20. 通信系コンテンツ市場の内訳（2023年）および21. 通信系コンテンツ市場規模の推移（ソフト形態別）
（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」



情報収集手段においてもネットが重要な手段に

12
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-1-1-6 最も利用しているテキスト系ニュースサービスの推移（出典）総務省「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」を基に作成



本人確認の基盤となるマイナンバーカードが普及

13
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-1-1-14 マイナンバーカード普及状況の推移（出典）総務省「マイナンバーカード交付状況について」を基に作成



税申告でもデジタルが浸透

14
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-1-1-15 e-Taxの利用状況推移（出典）総務省「マイナンバーカード交付状況について」を基に作成



日本は生成AIサービス利用経験が少ない
若年層でも少ない

15
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-1-2-7 生成AIサービス利用経験（国別）および 図表Ⅰ-1-2-8 生成AIサービス利用経験（年代別、日本）
（出典）総務省（2025）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」



定額制動画配信サービスは群雄割拠

16
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-1-3-5 定額制動画配信サービス別 国内市場シェア（2024年）（出典）GEM Partners株式会社資料を基に総務省作成



デジタル赤字の急拡大とその要因

17
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-1-3-9 デジタル関連サービス収支の推移（出典）財務省「国際収支統計」を基に総務省作成

※デジタル分野以外のサービスに係る収支も含まれる点に注意が必要
内閣府「令和6年度年次経済財政報告」（2024年8月）は、クラウドサービスやネット広告、動画配信の国内市場規模が大きく拡大していること
を述べたうえで、クラウドサービスの海外への支払額を試算すると、近年増加ペースが強まっており、「コンピュータサービス」の支払額の増
分の多くがこれにより説明できると考えられることや、「専門・経営コンサルティングサービス」分野の赤字額の増加の多くが、近年の海外へ
のネット広告関連の支払額の増分で説明できること、さらに、「著作権等使用料」の赤字額と、国内のコンテンツ関連支払額と国内企業の売上
額の差を比較すると、水準は異なるものの増加傾向は同様であることを指摘



ICTセクターにおける消費電力量の増大への懸念

18
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-2-1-3 ICTインフラの消費電力量見通し
（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第56回会合）（2024年6月6日）資料1「電力需要について」（事務局提出資料）



AIによるリスク例の体系的な分類

19
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅰ-2-2-1 AIによるリスク例の体系的な分類案（出典）総務省・経済産業省「AI事業者ガイドライン（第1.1版）別添（付属資料）概要」（2025年3月）1



日米の民間情報化投資の差は拡大を続けている

20
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-1-7 日米の民間情報化投資の比較（出典）総務省（2025）「令和6年度 ICTの経済分析に関する調査」
ここでは情報通信資本財（電子計算機・同付属装置、電気通信機器、ソフトウェア）に対する投資をいう。近年普及が著しいクラウドサービスの利用は、サービスの購入であり、資本財の購入とは異なるため、ここでの情報化投資に含
まれない。



情報通信関連企業の売上高に対する研究開発費比率

21
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-1-15 通信事業者・通信機器・ITサービス事業者の研究開発費の比較（2023年）
（出典）「EU Industrial R&D Investment Scoreboard」や各企業のアニュアルレポート等を基に総務省作成

日本の大手通信事業者の2023年の売上高に対する研究開発費の比率は、NTT・ソフトバンクグループで6～7%程度、
KDDI・楽天グループで1%未満であるのに対して、GAFAM・BATはAppleとAlibaba を除くと10%～30%程度あり積極的



日本大手通信事業者とGAFAM・BATとの
研究開発費の比較

22
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-1-16 日本大手通信事業者とGAFAM・BATとの研究開発費の比較（2023年）（出典）「EU Industrial R&D Investment Scoreboard」や各企業のアニュアルレポート等を基に総務省作成



ソフトバンクとNTTは
2020年代に研究開発費比率を引き上げている

23
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-1-17 日本大手通信事業者とGAFAMの売上高研究開発費比率の推移（（出典）EU「EU Industrial R&D Investment Scoreboard」



民間企業のテレワーク導入率は減少傾向

24
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-22 テレワーク導入率の推移（出典）総務省「通信利用動向調査」



市区町村のテレワーク導入状況は停滞

25
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-32 職員のテレワーク導入状況（出典）総務省「地方公共団体におけるテレワーク取組状況」を基に総務省作成



日本はテレワーク・オンライン会議が
「必要ない」という意見が多い

26
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-23 テレワーク・オンライン会議の利用状況（国際比較）（出典）総務省（2025）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」



日本郵便の総引受郵便物等物数は減少傾向

27
総務省「令和7年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-12-5 総引受郵便物等物数の推移 （出典）日本郵便資料「引受郵便物等物数」各年度版を基に総務省作成
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